
調査結果のあらまし(常用労働者)

１　賃金

 (1) 事業所規模５人以上

　12月の現金給与総額は、規模５人以上で前年同月比 0.3％増加の 760,613円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 7.4％増加、情報通信業 2.5％減少、卸売業，小売
業 0.1％減少となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 2.7％増加の 346,453円となっ
た。また、所定内給与は、同 2.8％増加の 322,252円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 4.7％増加、情報通信業
2.8％増加、卸売業，小売業 2.5％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 2.5％減少となった。

（図１、表１、統計表第15表）

 (2) 事業所規模30人以上

　12月の現金給与総額は、規模30人以上で前年同月比 1.7％増加の 909,548円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 9.7％増加、情報通信業 1.1％減少、卸売業，小売
業は前年同月と同水準となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 3.8％増加の 388,539円となっ
た。また、所定内給与は、同 4.1％増加の 359,262円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 5.8％増加、情報通信業
2.5％増加、卸売業，小売業 2.8％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.1％減少となった。

（表１、統計表第15表）
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図１ 賃金の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－



令和５年12月分

（単位：　円・％）

前 年
同 月 比

前 年
同月比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 760,613 0.3 346,453 2.7 322,252 2.8 24,201 414,160

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,893,124 14.4 657,337 4.1 615,129 4.4 42,208 1,235,787

建 設 業 1,034,966 -5.8 444,717 4.0 409,404 4.3 35,313 590,249

製 造 業 976,382 7.4 401,631 4.7 377,656 4.9 23,975 574,751

電気・ガス・熱供給・水道業 1,370,467 17.2 498,661 5.6 441,441 4.8 57,220 871,806

情 報 通 信 業 983,762 -2.5 427,796 2.8 390,247 2.7 37,549 555,966

運 輸 業 ， 郵 便 業 864,339 12.0 401,474 5.1 347,816 6.8 53,658 462,865

卸 売 業 ， 小 売 業 822,623 -0.1 345,398 2.5 326,360 2.6 19,038 477,225

金 融 業 ， 保 険 業 1,078,267 -6.1 448,731 -3.6 418,228 -2.9 30,503 629,536

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 1,012,943 1.1 387,450 1.6 359,391 2.0 28,059 625,493

学術研究，専門・技術サービス業 898,775 3.1 440,785 4.2 413,765 5.1 27,020 457,990

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 198,736 -4.9 157,764 -2.3 147,112 -2.7 10,652 40,972

生活関連サービス業，娯楽業 432,719 5.6 270,927 6.3 259,643 6.4 11,284 161,792

教 育 ， 学 習 支 援 業 820,428 -4.0 309,067 -0.9 299,517 -1.5 9,550 511,361

医 療 ， 福 祉 560,635 0.1 300,301 4.8 284,165 4.7 16,136 260,334

複 合 サ ー ビ ス 事 業 939,100 0.6 354,649 2.4 325,954 1.7 28,695 584,451

サービス業（他に分類されないもの） 536,817 7.6 293,713 5.4 269,787 5.5 23,926 243,104

調 査 産 業 計 909,548 1.7 388,539 3.8 359,262 4.1 29,277 521,009

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,893,124 14.4 657,337 4.1 615,129 4.4 42,208 1,235,787

建 設 業 1,247,459 -6.6 472,344 3.3 432,922 4.2 39,422 775,115

製 造 業 1,150,166 9.7 436,995 5.8 408,426 6.1 28,569 713,171

電気・ガス・熱供給・水道業 1,343,940 10.8 514,561 7.7 447,002 6.6 67,559 829,379

情 報 通 信 業 1,033,026 -1.1 432,683 2.5 392,982 2.4 39,701 600,343

運 輸 業 ， 郵 便 業 919,156 12.0 408,379 3.7 352,084 5.4 56,295 510,777

卸 売 業 ， 小 売 業 1,044,937 0.0 403,328 2.8 378,989 2.9 24,339 641,609

金 融 業 ， 保 険 業 1,115,838 -7.8 465,205 -1.0 430,692 0.0 34,513 650,633

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 1,160,198 11.2 426,151 5.5 393,762 5.4 32,389 734,047

学術研究，専門・技術サービス業 987,700 3.0 474,787 6.3 445,136 7.9 29,651 512,913

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 321,581 -2.0 234,709 2.1 217,986 0.2 16,723 86,872

生活関連サービス業，娯楽業 585,477 13.4 305,312 7.0 290,152 7.8 15,160 280,165

教 育 ， 学 習 支 援 業 976,853 -0.4 350,500 3.0 339,029 2.0 11,471 626,353

医 療 ， 福 祉 693,579 1.7 336,083 5.2 314,231 4.7 21,852 357,496

複 合 サ ー ビ ス 事 業 945,961 3.1 364,155 3.2 324,380 2.9 39,775 581,806

サービス業（他に分類されないもの） 535,647 9.3 295,802 7.1 271,856 7.4 23,946 239,845

５
人
以
上

30
人
以
上

表１　月 間 現 金 給 与 額　

規模 産　　業

 現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与

特別に支払わ
れ た 給 与所 定 内

給 与
所 定 外
給 与



２　労働時間

 (1) 事業所規模５人以上

　12月の総実労働時間数は、規模５人以上で前年同月比 0.5％減少の 138.7時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 0.3％減少の 127.2時間、所定外労働
時間数は、同 3.3％減少の 11.5時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 10.6時間（前年同月比 11.6％減少）、情報通信業
16.4時間（同 4.1％減少）、卸売業，小売業 9.2時間（同 6.1％減少）となった。

（図２－１、図２－２、表２）

 (2) 事業所規模30人以上

　12月の総実労働時間数は、規模30人以上で前年同月と同水準の 145.8時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 0.3％増加の 132.4時間、所定外労働
時間数は、同 3.6％減少の 13.4時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 12.4時間（前年同月比 13.3％減少）、情報通信業
17.3時間（同 3.9％減少）、卸売業，小売業 11.2時間（同 5.1％減少）となった。

（表２）
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図２－１ 労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－

図２－２ 所定外労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－



令和５年12月分

（単位：　日・時間・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 17.3 138.7 -0.5 127.2 -0.3 11.5 -3.3

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 18.6 156.2 0.0 136.8 2.0 19.4 -12.2

建 設 業 19.7 165.2 -0.7 146.5 -0.8 18.7 0.0

製 造 業 18.6 152.4 -0.8 141.8 0.2 10.6 -11.6

電気・ガス・熱供給・水道業 18.6 155.8 -0.5 139.7 -1.8 16.1 11.0

情 報 通 信 業 18.6 158.0 -0.4 141.6 0.0 16.4 -4.1

運 輸 業 ， 郵 便 業 19.0 164.4 -1.7 145.5 0.5 18.9 -16.0

卸 売 業 ， 小 売 業 17.5 138.6 -0.4 129.4 0.0 9.2 -6.1

金 融 業 ， 保 険 業 17.7 144.2 -7.1 129.4 -6.0 14.8 -15.9

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 18.3 149.7 -1.6 136.7 -0.7 13.0 -10.3

学術研究，専門・技術サービス業 18.2 155.5 0.1 139.2 -0.4 16.3 4.5

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 13.0 92.2 -6.1 85.6 -6.0 6.6 -8.3

生活関連サービス業，娯楽業 17.0 129.9 1.3 122.4 0.7 7.5 10.3

教 育 ， 学 習 支 援 業 14.5 106.3 5.7 97.8 2.8 8.5 54.6

医 療 ， 福 祉 16.5 123.6 2.3 117.7 1.9 5.9 13.5

複 合 サ ー ビ ス 事 業 19.2 153.9 -1.7 141.8 -1.5 12.1 -4.7

サービス業（他に分類されないもの） 17.9 142.2 2.7 130.2 2.7 12.0 3.4

調 査 産 業 計 17.8 145.8 0.0 132.4 0.3 13.4 -3.6

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 18.6 156.2 0.0 136.8 2.0 19.4 -12.2

建 設 業 19.3 164.7 -2.2 144.3 -2.0 20.4 -3.3

製 造 業 18.6 154.9 -1.2 142.5 0.1 12.4 -13.3

電気・ガス・熱供給・水道業 18.5 156.2 0.5 139.5 -0.8 16.7 12.8

情 報 通 信 業 18.5 158.4 -0.8 141.1 -0.5 17.3 -3.9

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.9 163.5 -1.6 144.8 1.2 18.7 -18.7

卸 売 業 ， 小 売 業 18.0 146.5 0.1 135.3 0.6 11.2 -5.1

金 融 業 ， 保 険 業 17.6 144.7 -7.4 128.1 -6.6 16.6 -12.6

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 18.4 151.5 -0.5 136.9 0.1 14.6 -6.4

学術研究，専門・技術サービス業 18.4 159.1 0.6 141.7 0.5 17.4 0.6

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 14.5 113.0 2.5 104.2 3.5 8.8 -7.4

生活関連サービス業，娯楽業 16.3 126.2 -4.0 117.1 -4.0 9.1 -4.2

教 育 ， 学 習 支 援 業 14.9 112.1 8.5 101.9 5.0 10.2 61.9

医 療 ， 福 祉 17.1 130.2 0.8 122.9 -0.1 7.3 19.6

複 合 サ ー ビ ス 事 業 19.5 154.9 -2.5 138.9 -2.3 16.0 -4.2

サービス業（他に分類されないもの） 17.9 142.8 2.5 130.9 2.7 11.9 -0.8

５
人
以
上

30
人
以
上

表２　月間出勤日数及び実労働時間数　

規模 産　　業 出 勤 日 数
総 実
労 働

時 間 数

所 定 内
労 働

時 間 数

所 定 外
労 働

時 間 数



３　雇用

 (1) 事業所規模５人以上

　12月の常用労働者数は、規模５人以上で前年同月比 2.2％増加の 8,193千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 4.7％増加、情報通信業 2.8％増加、卸売業，小売
業 0.1％減少となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.1ポイント上昇し、24.9％となっ
た。

（図３－１、図３－２、表３）

 (2) 事業所規模30人以上

　12月の常用労働者数は、規模30人以上で前年同月比 1.8％増加の 5,732千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 4.2％増加、情報通信業 3.3％増加、卸売業，小売
業 0.9％減少となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.2ポイント下降し、17.2％となっ
た。

（表３）
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図３－１ 常用労働者数の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－

図３－２ パートタイム労働者比率の推移（前年同月差） －調査産業計、５人以上－



令和５年12月分

（単位：　人・％・ポイント）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 差

前 年
同 月 差

前 年
同 月 差

調 査 産 業 計 8,193,136 2.2 1.45 -0.04 1.34 -0.11 24.9 0.1

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,299 2.5 1.62 0.05 1.16 -1.19 － -0.3

建 設 業 410,705 2.2 0.59 0.03 0.80 0.12 4.2 0.9

製 造 業 487,991 4.7 0.73 0.10 0.68 -0.22 8.5 -3.5

電気・ガス・熱供給・水道業 23,121 10.4 0.74 0.03 0.23 -1.73 1.7 -0.7

情 報 通 信 業 912,192 2.8 0.70 -0.07 0.71 -0.08 5.3 -0.3

運 輸 業 ， 郵 便 業 411,142 0.2 0.93 0.00 1.12 -0.44 10.9 1.3

卸 売 業 ， 小 売 業 1,679,687 -0.1 1.15 0.03 1.16 -0.07 25.7 -0.1

金 融 業 ， 保 険 業 391,509 -0.7 0.61 -0.06 0.71 -0.36 6.9 0.5

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 259,052 3.7 0.55 -0.49 0.88 -0.03 13.1 0.8

学術研究，専門・技術サービス業 446,559 5.9 1.17 -0.53 0.97 -0.07 8.9 0.8

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 737,267 5.8 4.16 -0.07 3.83 0.73 75.6 0.5

生活関連サービス業，娯楽業 235,328 1.6 2.68 0.98 2.29 -0.16 38.8 1.5

教 育 ， 学 習 支 援 業 409,831 3.0 1.63 0.42 0.97 -0.29 38.1 1.1

医 療 ， 福 祉 801,970 0.8 1.16 -0.30 1.18 -0.25 34.3 -3.3

複 合 サ ー ビ ス 事 業 27,192 -4.0 0.20 -0.50 0.54 0.04 20.0 2.9

サービス業（他に分類されないもの） 958,291 3.1 2.22 -0.16 1.66 -0.54 28.0 2.0

調 査 産 業 計 5,731,942 1.8 1.23 -0.12 1.12 -0.18 17.2 -0.2

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,299 2.5 1.62 0.05 1.16 -1.19 － -0.3

建 設 業 271,650 3.6 0.54 0.13 0.78 -0.12 2.5 1.1

製 造 業 354,964 4.2 0.57 -0.07 0.57 -0.30 5.6 -3.3

電気・ガス・熱供給・水道業 17,786 4.4 0.97 0.54 0.30 -1.68 1.8 -0.4

情 報 通 信 業 820,493 3.3 0.60 -0.12 0.68 -0.11 5.2 0.1

運 輸 業 ， 郵 便 業 343,194 -0.2 0.96 -0.11 1.17 -0.56 9.0 1.1

卸 売 業 ， 小 売 業 1,066,862 -0.9 0.94 -0.07 1.02 -0.01 16.5 0.9

金 融 業 ， 保 険 業 322,461 -0.6 0.59 0.00 0.71 -0.40 6.0 -0.7

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 185,924 4.5 0.70 -0.07 0.60 -0.23 9.4 -1.6

学術研究，専門・技術サービス業 330,650 6.8 1.21 0.01 1.10 0.04 4.1 -1.2

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 241,354 2.6 4.13 -0.31 3.50 1.04 60.0 -0.2

生活関連サービス業，娯楽業 118,149 -0.6 1.68 0.42 2.12 0.91 30.8 -3.6

教 育 ， 学 習 支 援 業 310,218 1.8 1.59 0.28 0.83 -0.02 32.6 -0.6

医 療 ， 福 祉 509,538 -0.7 1.21 -0.50 0.97 -0.56 28.8 -2.5

複 合 サ ー ビ ス 事 業 16,674 -2.8 0.32 -0.83 0.56 -0.26 20.9 4.3

サービス業（他に分類されないもの） 820,726 3.2 2.24 -0.36 1.72 -0.55 27.9 2.1

５
人
以
上

30
人
以
上

表３　常用労働者数及び労働異動率  

規模 産　　業
常 用

労 働 者 数

パートタイム
労働者比率

入 職 率 離 職 率


